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(57)【要約】
ＣＯ２は主たる温室効果ガスとして認識されているため
、その回収及び貯留は、地球温暖化の管理に必要不可欠
である。ＣＯ２回収及び圧縮設備の柔軟な運転は、ＣＯ
２の回収及び圧縮用に設計された発電プラント（１）の
競合性を増大させ、この種のプラントの早期導入を可能
にする。本発明の主な目的は、付加的な柔軟性を利用す
ることによってプラントの運転特性を改良することでこ
とあり、それはＣＯ２回収及び圧縮システムの電力消費
を制御することによって実現し得る。特定の目的の一つ
は、ＣＯ２の回収及び圧縮が発電プラント（１）の容量
に及ぼすインパクトを最小限に抑える、つまり、プラン
トが電力網へ出力可能な電力を最大にする。さらに、Ｃ
Ｏ２回収及び圧縮の平均的なプラント効率へのインパク
トを減少させる。これら二つの目的は、ＣＯ２回収シス
テムの電力消費を、プラントの正味出力（Ｄ）の制御に
使用するという運転方法によって達成される。この方法
に加え、この方法に従って動作するよう設計された発電
プラント（１）が、本発明の対象である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御システム（１８）及びＣＯ２回収システムを備えた発電プラント（１）の運転方法
であって、ＣＯ２回収システムの電力消費を、プラントの正味電力出力（Ｄ）の制御パラ
メータとして使用することを特徴とする運転方法。
【請求項２】
　前記ＣＯ２回収システムは、閉ループ制御システム（１８）によって制御され、前記閉
ループ制御システム（１８）は、前記プラント制御システムに統合もしくは前記プラント
制御システムによって協調させているか、もしくは前記プラント制御システムへ直接デー
タリンク（２２）を有することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ＣＯ２回収システムを低減容量で運転するか、もしくは追加の電力を配電網へ供給
するため停止し、この追加の電力を、前記定格プラント容量を増大させるために使用する
ことを特徴とする請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記ＣＯ２回収システムが運転中である場合、前記発電プラント（１）を設計点の近く
もしくは設計点で運転し、前記ＣＯ２回収システムの前記電力消費を、予備容量として使
用し、予備用量を確保するための前記発電プラント（１）の部分負荷運転を避け、それに
より最適のプラント効率で運転することを特徴とする請求項１～４のいずれか１つに記載
の方法。
【請求項５】
　前記プラント（１）の熱負荷を一定に保ち、配電網への前記正味電力出力（Ｄ）の変動
を、前記ＣＯ２回収システムの前記電力消費の制御によって実現することを特徴とする請
求項１～４のいずれか１つに記載の方法。
【請求項６】
　前記ＣＯ２回収システムの前記電力消費を制御するため前記ＣＯ２回収率を変化させる
ことを特徴とする請求項１～５のいずれか１つに記載の方法。
【請求項７】
　ＣＯ２圧縮ユニット（９）を停止、もしくは低減容量で運転することを特徴とする請求
項１～６のいずれか１つに記載の方法。
【請求項８】
　前記ＣＯ２圧縮ユニット（９）を停止、もしくは低減容量で運転し、前記回収したＣＯ
２の一部もしくは全てを、前記ＣＯ２圧縮ユニット（９）のバイパス（１２）を介して放
出することを特徴とする請求項１～７のいずれか１つに記載の方法。
【請求項９】
　前記回収システム（２）に含まれる再生ユニットを停止、もしくは低減容量で運転する
ことを特徴とする請求項１～８のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１０】
　前記回収システム（２）に含まれる前記吸収もしくは吸着ユニットを停止、もしくは低
減容量で運転することを特徴とする請求項１～９のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１１】
　前記回収システム（２）に含まれる吸収もしくは吸着ユニットを停止、もしくは低減容
量で運転し、前記煙道ガスの一部もしくは全てを、前記回収設備を回避してバイパスさせ
ることを特徴とする請求項１～１０のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１２】
　前記回収システム（２）に含まれる再生ユニットを停止させるか、もしくは電力需要が
高い時間は、低減容量で再生を行い、この時間中、保管された吸収剤もしくは吸着剤をＣ
Ｏ２回収に使用することを特徴とする請求項１～１１のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１３】
　前記回収システム（２）に含まれる前記再生ユニットの前記蒸気（１３）の消費を、前
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記停止もしくは低減容量での運転によって低下させ、前記余分な蒸気を、前記プラント（
１）の少なくとも１つの既存蒸気タービンに供給する請求項９もしくは１２のいずれか１
つに記載の方法。
【請求項１４】
　前記吸収剤もしくは吸着剤の再生を、電力需要（ＰＤ）が低い時間に行うことを特徴と
する請求項１１もしくは１３のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１５】
　Ｃ０２回収システムを備えた発電プラント（１）であって、請求項１の方法による運転
用に設計されたことを特徴とする発電プラント（１）。
【請求項１６】
　前記少なくとも１つの蒸気タービンが、最大蒸気流をエネルギーに変換するよう設計さ
れており、これは、前記ＣＯ２回収システムをオフにした前記プラントによって生産する
ことが出来ることを特徴とする請求項１５に記載の発電プラント（１）。
【請求項１７】
　少なくとも１つの発電機及び電気系統が、前記ＣＯ２回収システムをオフにして生産さ
れる最大電力を、電力へ変換し、この電力を配電網へ伝達するよう設計されていることを
特徴とする請求項１５もしくは１６に記載の発電プラント（１）。
【請求項１８】
　前記ＣＯ２圧縮ユニット（９）及び／もしくは前記吸収ユニットのバイパス（１２、１
１）を備えることを特徴とする請求項１５～１７のいずれか１つに記載の発電プラント（
１）。
【請求項１９】
　前記回収システム（２）に含まれる前記吸収ユニットが、運転中ではない場合でも前記
煙道ガスに耐えるよう設計されていることを特徴とする請求項１５～１８のいずれか１つ
に記載の発電プラント（１）。
【請求項２０】
　前記吸収剤もしくは吸着剤用の貯留タンクを備え、これにより、前記回収システム（２
）に含まれる前記再生ユニットが低減容量で運転しているか、もしくはオフにされている
場合でも、ＣＯ２の回収が出来ることを特徴とする請求項１５～１９のいずれか１つに記
載の発電プラント（１）。
【請求項２１】
　前記回収システム（２）に含まれる再生ユニットが、保管された吸収剤もしくは吸着剤
を再生するために追加の容量を備えるため、前記発電プラント（１）の定常状態運転に必
要な容量よりも大きな容量を持つことを特徴とする請求項２０に記載の発電プラント（１
）。
【請求項２２】
　前記ＣＯ２回収システムに冷却アンモニアを使用し、前記ＣＯ２回収システムは冷媒用
の貯留タンクを備え、前記冷媒を電力需要の高い期間中に冷却に使用し、前記冷却設備は
、電力需要の低い期間中に保管された冷媒を冷却する容量を備えるため、大型化されてい
ることを特徴とする請求項１５～２１のいずれか１つに記載の発電プラント（１）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＣＯ２を回収及び圧縮する発電プラント、ならびにその運転に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、温室効果ガスの発生により地球温暖化が起こることや、また温室効果ガスの生成
の増大により、さらに地球温暖化が加速することが明らかとなっている。ＣＯ２（二酸化
炭素）は主たる温室効果ガスとして認識されているため、ＣＣＳ（炭素回収および貯留）
は、温室効果ガスの大気中への放出を減少させ、地球温暖化を制御する有力な手段のうち
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の１つと見なされている。この文脈においては、ＣＣＳは、ＣＯ２の回収、圧縮、輸送及
び貯留の工程と定義する。回収は、炭素系燃料の燃焼後の煙道ガスのいずれかからＣＯ２
を除去する工程、もしくは燃焼前の炭素の除去及び処理と定義する。あらゆる吸収剤、吸
着剤の再生、もしくは炭素のＣＯ２を煙道ガスもしくは燃料ガス流から除去する他の手段
は、回収処理の一部と見なす。発電プラントにおけるＣＯ２回収には、いくつかの可能な
アプローチがある。ＣＯ２回収に関する検討中の主な技術は、いわゆる燃焼前回収、酸素
燃焼（ｏｘｙｆｉｒｉｎｇ）、ケミカルループ及び燃焼後回収である。
【０００３】
　燃焼前炭素回収は、燃料を燃やす前の全炭素含有量もしくはその一部の除去を含む。天
然ガスに関しては、これは一般に蒸気で改質し、その後シフト反応によってＣＯ２及び水
素を生成することによって行われる。ＣＯ２は、得られたガス混合物から回収及び除去す
ることが出来る。その後水素を使用して、有用なエネルギーを生成することが出来る。こ
の処理は、合成ガスもしくはシンガス（ｓｙｎｇａｓ）アプローチとしても知られている
。石炭もしくはあらゆる化石燃料に同じアプローチを使用することが出来る。まず燃料を
ガス化し、次に天然ガスと同じ方法で処理する。ＩＧＣＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｇａ
ｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｃｏｍｂｉｎｅｄ　Ｃｙｃｌｅ：ガス化複合発電）と組み合わせ
たこのアプローチの用途が予見されている。
【０００４】
　オキシファイアリング（別名　純酸素燃焼（ｏｘｙｆｕｅｌ　ｆｉｒｉｎｇ）もしくは
酸素燃焼（ｏｘｙｇｅｎ　ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ））は、石炭もしくは他の化石燃料を、
空気中ではなく、酸素と再循環したＣＯ２の混合物中で燃やす技術である。この技術は、
濃縮ＣＯ２の煙道ガス及び蒸気を生成する。これより、単に、燃焼反応の副生成物である
水蒸気を凝縮することによってＣＯ２を分離することが出来る。
【０００５】
　化学ループ燃焼法は、金属酸化物、一般的には燃焼空気から燃料へ酸素を伝達する金属
酸化物を、酸素担体として用いる。燃焼による生成物は、ＣＯ２、還元金属酸化物及び蒸
気である。水蒸気を凝縮した後、輸送及び貯留のためＣＯ２流を圧縮してもよい。
【０００６】
　現在大規模な工業的応用に最も近いとされているＣＣＳ技術は、圧縮、輸送及び貯留と
組み合わせた燃焼後回収である。燃焼後回収では、煙道ガスからＣＯ２を除去する。残っ
ている煙道ガスは大気中に放出され、ＣＯ２は輸送及び貯留のため圧縮される。煙道ガス
からＣＯ２を除去する、吸収、吸着、膜分離、及び深冷分離等の、いくつかの既知の技術
が存在する。
【０００７】
　ＣＯ２回収圧縮のための既知の技術は全て、比較的大量のエネルギーを必要とする。こ
れらの処理を発電プラントとして統合することによる異なる処理及び電力及び性能ペナル
ティーの最適化に関する多くの出版物がある。
【０００８】
　燃焼後回収によるＣＣＳに関して、さらなる処理、つまり、輸送及び貯留を行うための
ＣＯ２回収及びＣＯ２の圧縮は、二大電力消費源である。
【０００９】
　特許文献１は、燃焼後回収やＣＯ２吸収による電力出力ペナルティーを減少させる方法
や吸収液の再生の実施例をそれぞれ挙げている。ここでは、吸収剤を再生するため、発電
プラントの蒸気タービンの異なる段落から蒸気を抽気して、タービンの出力の低下を最小
限に抑えることが提案されている。
【００１０】
　同じ文脈において、特許文献２は、吸収剤を再生するためのＣＯ２流を圧縮することか
ら生じる圧縮熱を用いることを提案している。
【００１１】
　これらの方法は、特定のＣＯ２回収設備の所要電力を減少させることを目的とするが、
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しかしながら、提案されたＣＯ２回収方法を用いると、常に、プラント容量、つまり、プ
ラントが配電網へ出力可能な最大電力の大幅な低下が起こる。
【００１２】
　ＣＯ２回収がプラント出力に及ぼす影響を軽減する第一の試みが、特許文献３に記載さ
れている。ここでは、煙道ガスからＣＯ２を回収するための吸収剤を利用する発電プラン
トが記載されており、このプラントでは、再生機を電力需要が高い時間はオフにし、これ
らの時間に吸収剤タンクに保管した吸収剤を用いることによってＣＯ２回収を続けること
を記載している。特許文献３は、ＣＯ２回収設備の１つの電力消費減の単純なＯＮ／ＯＦ
Ｆモードを記載している。それは、比較的高コストで非常にわずかな運転柔軟性しか得ら
れない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】欧州特許公開公報第１６８８１７３号
【特許文献２】国際特許公開公報第２００７／０７３２０１号明細書
【特許文献３】欧州特許公開公報第０５３７５９３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明の主な目的は、ＣＯ２を回収及び圧縮する発電プラントの運転方法を最適化する
こと、及び最適化された運転方法に従って運転するよう設計されたＣＯ２を回収及び圧縮
する発電プラントを最適化することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　ある目的は、ＣＯ２回収設備及び圧縮ユニットの柔軟な運転方法によって、ＣＣＳ（ｃ
ａｒｂｏｎ　ｃａｐｔｕｒｅ　ａｎｄ　ｓｔｏｒａｇｅ、炭素回収貯留）がプラントの能
力に及ぼす影響を減少させることである。特に、ＣＯ２回収及び圧縮が発電プラントの容
量に及ぼす影響を最小限に抑える、つまり、プラントが電力網へ出力可能な電力を最大限
する。さらに、ＣＯ２回収及び圧縮が平均的なプラント効率に及ぼす影響をも減少させる
。
【００１６】
　そのために、ＣＯ２を回収及び圧縮する発電プラントを運転する方法、及びこの方法を
実施するプラントを提案する。
【００１７】
　本発明の本質はプラント運転方法であり、この方法においては、ＣＯ２回収システムの
電力消費を、プラントの正味出力の制御に使用する。本発明の文脈においては、ＣＯ２回
収システムは、ＣＯ２回収ユニット全体と圧縮ユニット、それらの補助設備全てを合わせ
たものと定義する。さらに、電力消費、例えば、機械的なＣＯ２圧縮機駆動装置等におけ
る機械的な電力消費や、生蒸気の消費は、それらの用途に使用されなければ、蒸気タービ
ン内の電気エネルギーに変換することが出来、回収システムの電力消費と見なされる。こ
の制御方法は、既存のプラント制御にさらに柔軟性を付加するものである。この方法によ
るＣＯ２システムの発電プラントへの統合によって、運転中のより長期間にわたり、プラ
ントの熱負荷を一定に保つことが出来る。好ましくは、プラントをベース負荷でより長時
間運転することが出来る。周囲条件の変化による熱負荷の変化の影響は、この考察では無
視する。さらに、プラントの最適の効率で、もしくはそれに近い効率での運転を実現する
ことが出来、プラントの定格容量を大幅に増大させることが出来る。本発明のほとんどの
実施形態は、追加コストなしで、もしくは非常にわずかな追加コストで実現することが出
来る。
【００１８】
　プラントの正味出力は、ＣＯ２回収設備及び圧縮ユニットを断続的に運転する方法、も
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しくはＣＯ２回収設備及び圧縮ユニットをより低い容量で運転する運転方法によって変化
させることが出来る。
【００１９】
　ＣＯ２の回収及び圧縮の電力消費の制御については、いくつかのアプローチが考えられ
る。
【００２０】
　第一のアプローチでは、ＣＯ２回収圧縮設備もしくはその主な電力消費源は、電力需要
が高い時間には単にオフにすれることが出来る（図１を参照）。選択された技術とは独立
して、ＣＯ２の分離を停止させ、プラントを、ＣＯ２を煙道ガスに排出する従来のプラン
トのように稼働させる。これによって、寄生電力需要を伴うＣＯ２圧縮が必要とならない
。
【００２１】
　ＣＯ２回収及び圧縮の運転は、コスト最適化ベース、及び操業許可に関連した（ｏｐｅ
ｒａｔｉｎｇ　ｐｅｒｍｉｔ　ｒｅｌａｔｅｄ）ベースで実行することが出来る：一旦Ｃ
Ｏ２回収及び圧縮の価格／利益が追加の電力生産の利益を上回ると、ＣＯ２回収及び圧縮
が動作し始め、また逆の場合も同様である。さらに、規制及び許可によってＣＯ２回収及
び圧縮を行うことを求められている間は、常にＣＯ２回収及び圧縮運転可能な状態である
。
【００２２】
　単純なＯＮ／ＯＦＦモードに加えて、電力需要が高い時間中は、ＣＯ２回収及び圧縮設
備の負荷軽減（ｄｅｒａｔｉｎｇ）もしくは部分負荷運転を提案する。結果的に、通常回
収率はこの期間中低下する。回収され圧縮されたＣＯ２　１トンあたりのコストは、回収
率の関数であり、これは煙道ガスから回収されたＣＯ２の、プラントによって生産された
全ＣＯ２に対する比である。回収され圧縮されたＣＯ２　１トンあたりのコストにおける
最適値もしくは最小値は、回収率７０％～９０％の領域であると推測される（図４）。回
収率が約９０％を超えるとコストが急増すると推測されるが、しかし、最小値は、下方の
回収率に向かって比較的平らな曲線を示す。従って、設計よりも低い回収率での運転は、
運転コストの大幅な増加にはつながらない。しかしながら、電力の価格はピーク需要中は
著しく上昇し得るため、ピーク需要の間のＣＯ２回収及び圧縮に関する電力消費が減少す
れば、収益が実質的に増加する。また回収設備及び圧縮ユニットの柔軟な運転は、定格容
量やＣＯ２を回収及び圧縮する発電プラントの競争力を増大させる。それにより、もはや
単なる試験プラントプロジェクトではなく、競合電力市場へのこの種の発電プラントの早
期導入が可能となる。
【００２３】
　以下においては、ＣＯ２吸収の例を用いて、ＣＯ２回収及び圧縮に関する柔軟な運転方
法を説明する。類似の方法は、ＣＯ２回収方法に適用可能であり、その方法は、ＣＯ２の
吸着、吸着剤の再生及び回収されたＣＯ２の圧縮から成る。同じ原理を用いた運転概念は
、全てのＣＯ２回収方法について考えられる。
【００２４】
　ＣＯ２回収及び圧縮処理の運転は、ＣＯ２の吸収、吸収剤の再生及び回収したＣＯ２の
圧縮から成るが、プラント運転の柔軟性を増大させる主な選択肢を三つ提供する。それら
は、１つずつ、もしくは全て同時に行うことが出来る。それらは以下の通りである：
１．ＣＯ２圧縮ユニットを停止、もしくは低減容量で運転させる。
２．再生ユニットを停止、もしくは低減容量で運転させる。
３．吸収ユニットを停止、もしくは低減容量で運転させる。
【００２５】
　第一の選択肢で既に寄生電力消費を大幅に低減させるが、大量の非圧縮ＣＯ２は経済上
保管出来ないため、非常に短期間内にＣＯ２を大気中に放出することになる。回収したＣ
Ｏ２の安全な処分に関しては、例えば、ＣＯ２吸収ユニットの下流で煙道ガスと混合し、
発電プラントのスタックを介して放出することが出来る。
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【００２６】
　さらに大幅な寄生電力消費の低減が、第二の選択肢によって実現することが出来る。再
生は、一般に吸収剤の「再沸騰」によって行うが、これは、ＣＯ２を放出するために吸収
剤を蒸気によって加熱することを意味する。そのため、蒸気はそれ以上電力生産のために
利用出来ない。一旦ピーク電力需要の間に再生を停止させると、余分な蒸気を電力生産の
ために利用出来る。
【００２７】
　第三の選択肢もまた、吸収処理を停止させるものであるが、補助設備の電力消費のさら
なる低減につながる。この電力消費の低減は、先の二つの選択肢において達成される節減
より大幅に小さい。
【００２８】
　構成設備の部分負荷運転を実現する異なる方法がある。例えば、ＣＯ２圧縮ユニットの
質量流量は、前置静翼等の制御手段によって低減させることが出来る。２列以上の並列圧
縮機から成る圧縮ユニットの場合、少なくとも一列の圧縮機を停止させることも、明らか
にＣＯ２圧縮ユニットの電力消費の低下につながるであろう。全容量で動作する二列の並
列圧縮機の場合、一列の圧縮機の停止させることにより、電力消費が５０％低下すると思
われるが、しかし、回収したＣＯ２の５０％が圧縮出来ず、通常スタックに直接送られる
であろうことを意味している。あるいは、再吸収率を低下させることが出来る。これは例
えば、再生ユニットを通る吸収剤の流れを減少させ、残りの流れをバイパスさせ、二つの
流れが吸収ユニットに入る前にそれらを混合することによって実現出来る。その流れの一
部のみが再生ユニットを通過するため、再生に必要な蒸気が減少し、余分な蒸気を電力生
産に使用することが出来る。混合した結果として、未再生の吸収剤で再生され、得られた
混合物がＣＯ２を吸収する容量が減少し、煙道ガスから回収されるＣＯ２のパーセンテー
ジが低くなり、再生ユニットで圧縮するために放出されるＣＯ２がより少なくなる。先ず
ＣＯ２を回収し、次にそれをバイパスさせることはあまり経済的でないため、全ての回収
システム構成設備の容量を同時に低下させることを提案する。
【００２９】
　従来の配置における吸収剤は急速に飽和し、それ以上ＣＯ２を回収出来なくなるため、
吸収処理の運転自体は、さらなる対策なしには意味をなさない。
【００３０】
　ここで、ＣＯ２の放出に及ぼす影響が低減した、もしくは影響のないプラント及びＣＯ
２回収及び圧縮方法の柔軟性をさらに増大させるため、本発明のさらなる実施形態を実施
する。再生及びＣＯ２圧縮を行わずにさらなるＣＯ２回収を可能にするため、吸収剤の貯
留を伴う回収処理の運転を提案する。
【００３１】
　この運転モードでは、吸収剤貯留タンクから取られ、再生せずに吸収剤タンクに再循環
したか、もしくは飽和した吸収剤用にタンク内に保管された吸収剤によってＣＯ２を回収
する。
【００３２】
　結果的に、十分な大きさの貯留タンクが必要となるだけでなく、より大きな容量を有す
る再生ユニットを提案する。再生ユニットは、一般にプラント運転から吸収剤流を再生し
、なおかつピーク電力需要中は保管された飽和吸収剤を再生するための追加の容量に合わ
せた大きさに作られる。再生ユニットの大きさは、予想される運転プロファイルによる。
例えば、ある２４時間のうち１時間に高い電力需要が予想される場合、電力需要の低い期
間中に全ての飽和吸収剤を再生するためには、５％の設備過剰に近い運転期間が必要であ
る。プラントの運転プロファイルに、プラントの部分負荷運転の延長が予測される場合に
は、再生ユニットの設備過剰が必要ではないこともあり、その間は、保管された吸収剤を
再生することが出来る。
【００３３】
　再生ユニットにおける電力最適化運転及び設備過剰は、効率最適化プラント運転を可能
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にする。プラント効率は、ベース負荷に近い運転中に最高となる。ピーク電力需要の期間
を除けば、一般的にプラントは需要が低い期間中は部分負荷運転せねばならず、効率の下
がった状態での運転を強いられる。新提案の運転概念は、ＣＯ２回収システムの電力消費
を変化させることによって得られる配電網への電力出力のさらなる柔軟性を利用して、プ
ラントをその最適条件で運転出来るようになる。この柔軟性は、プラント運転者が総生産
高を増大させ、過剰エネルギーを吸収剤の再生に用いることを可能にするため、大型化し
た再生ユニットでさらに増大される従って、配電網の電力需要の低い期間中のプラント効
率も増大する。
【００３４】
　ＣＯ２回収システムの電力消費を配電網の需要の変化に合うよう変化させることのさら
なる利益は、発電プラントを一定の負荷で運転し、それによって総出力や、結果として起
こる熱応力及び損耗における負荷の変動を避ける可能性である。
【００３５】
　ＣＯ２回収及び圧縮をオフにした運転のある特別な用途は、所謂電力保存（ｐｏｗｅｒ
　ｒｅｓｅｒｖｅ）の実証である。電力保存は、通常のベース負荷電力以上の追加電力で
あり、必要な場合に送達することが出来る。多くの配電網にとって、需要の急上昇の場合
、もしくは他のプラントが出力を低減させねばならない場合、もしくは計画外の停電のた
め停止される場合に要求出来る電力保存を、プラントが供給出来れば有益である。電力保
存を実行する能力は、商業的に高価値である。配電網によって、いくつかのプラントは部
分負荷、例えば、電力保存を保つため９０％の負荷で運転する必要があるかもしれない。
９０％での運転は効率を低下させる可能性があり、生産電力１ＭＷｈあたりの資本費及び
運転コストを増大させる。
【００３６】
　いくつかの配電網に対しては、ピーク電力を送達する可能性を、所謂運転予備電力とし
て売ることも出来る。通知から１０分間以内に送電系統に利用可能にすることが出来るバ
ックアップエネルギー生産容量は、一度ラインに供給されると、少なくとも二時間連続的
に運転することが出来、一般に運転予備電力と見なされている。
【００３７】
　さらなる本発明の対象は、記載の柔軟な運転方法による運転のために設計されたＣＯ２
回収システムを備えた炭素系燃料の燃焼による火力発電プラントである。
【００３８】
　本発明のある実施形態は、少なくとも１つの煙道ガス流を有する、炭素系燃料を燃やす
発電プラントである。本発明に係るプラントは、発電に関して既知の従来の構成設備に加
えて、煙道ガス流からＣＯ２を除去するためのＣＯ２回収ユニット、及び圧縮ユニットを
一般に含む。回収ユニットは、一般に煙道ガスからＣＯ２を除去する回収設備、Ｃ０２を
吸収剤からする再生ユニット、煙道ガスからのＣＯ２を結合する吸着剤もしくは他の手段
、及び輸送用のＣＯ２を調整するための処理システムを含む。圧縮ユニットは、少なくと
も一台のＣＯ２圧縮用圧縮機から成る。また圧縮ユニットは一般に、圧縮中及び／もしく
は圧縮後の圧縮ＣＯ２を再冷却するための少なくとも一台の冷却器もしくは熱交換器から
成る。
【００３９】
　提案する運転概念による運転を可能にするため、プラントの蒸気タービンは、最大蒸気
流をエネルギーに変換するよう設計されており、これは、ＣＯ２回収システムをオフにし
たプラントによって生産することが出来る。
【００４０】
　さらなる実施形態では、発電機及び電気系統は、ＣＯ２回収システムをオフにして生産
される最大電力を電力へ変換し、この電力を配電網へ伝達するよう設計されている。
【００４１】
　そのようなプラントの上記の運転を容易にするために、安全にＣＯ２を換気することが
出来、例えば、ＣＯ２回収装置の下流で煙道ガスのスタックにつながるＣＯ２圧縮機のバ
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イパスをさらに含んでもよい。
【００４２】
　第二の実施形態では、ＣＯ２回収ユニットは、運転中ではない場合でも、例えば、液体
がなくなり空になるよう設計された吸収塔の場合でも、煙道ガスに耐えるよう設計されて
いる。
【００４３】
　あるいは、ＣＯ２回収ユニットのバイパスを予見することが出来、これにより、発電プ
ラントをＣＯ２回収ユニットとは独立して運転出来るようになる。またこのバイパスは、
ＣＯ２回収システムのメンテナンス中のプラント運転にとって利点があるのと同様に、プ
ラントの起動もしくは停止にとっても利点があり得る。
【００４４】
　さらなる実施形態では、一定時間ＣＯ２吸収剤を供給する大きさの貯留タンクが備えら
れ、再生ユニットは、電力需要の低い時間中に保管された吸収剤を再生するための余分の
容量を備えるために、発電プラントの設計上連続運転をするために必要な容量より大きい
容量を有する。貯留タンクの必要な大きさ及び再生ユニットの容量によって、この実施形
態は大幅な追加コストを要する可能性がある。
【００４５】
　ＣＯ２回収システムの異なる制御方法が可能である。一実施例は、ＣＯ２回収システム
の異なる構成設備の開ループ制御である。これは特に、異なる構成設備のＯＮ／ＯＦＦ制
御のみを使用する場合に適している。
【００４６】
　また開ループ制御は、ＣＯ２回収システムの連続的な電力消費制御、つまり、異なる構
成設備のＯＮ／ＯＦＦの切り替えによる電力出力における急な段階のない制御を実現する
、より高度な運転処理にも考えられる。この実施例では、ＣＯ２回収システムの連続的な
電力消費制御は、一度に１つの構成設備の電力消費を変化させることによって実現され、
一方、残りの構成設備は、一定の負荷で動作する。しかしながら、閉ループ制御は、例え
ば、過渡的な運転もしくは変動する境界条件下での運転で有利であることがある。
【００４７】
　異なる構成設備の低減容量での運転が予測される場合、閉ループ制御は、負荷分布のさ
らなる最適化を可能にする。これは特に、ＣＯ２回収率の制御を実行する場合、有利であ
るである。この場合、ＣＯ２回収システムの電力消費は、一度に１つの構成設備を制御す
ることによっては変化せず、一方、残りの構成設備は、一定の負荷で動作する。異なる構
成設備の容量の低下は、協調させねばならない。このため、各構成設備の現在の動作条件
のフィードバックは有利であり、閉ループ制御が好ましい。
【００４８】
　ＣＯ２回収システムは複雑なシステムであるため、上記の異なる運転方法について述べ
たような適切な制御システムが必要である。この制御システムは、プラントの電力制御に
依存し、また影響を与えている。電力制御は、プラント制御システムの必要不可欠な部分
であるため、ＣＯ２回収システムの制御をプラント制御システムに統合すること、もしく
はＣＯ２回収システムの制御をプラント制御システムによって協調させること、全ての関
連するデータ線をプラント制御システムに接続することは有利である。プラントがいくつ
かのユニットから成り、かつプラント制御システムがプラント制御装置とユニットの主制
御装置から成る階層構造を有する場合、ＣＯ２回収システムの制御の各ユニットの主制御
装置へのそのような統合もしくは協調を実現することは有利である。
【００４９】
　代替えとして、ＣＯ２回収システムは、それ専用の制御装置を有し、制御装置は直接の
データリンクを介してプラント制御システムに接続されている。プラント制御システムも
しくはユニットの主制御装置は、少なくとも１つの信号をＣＯ２回収プラントの制御装置
に送信せねばならない。この信号は、例えば、指令された電力消費信号であるか、もしく
は指令された回収率であってもよい。
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【００５０】
　上記の場合では、ＣＯ２回収制御装置は、必ずしも１つのハードウェア装置ではなく、
１つ以上の制御装置によって協調させる駆動装置とグループ制御装置に分散化することが
出来る。
【００５１】
　ＣＯ２回収システムの制御を発電プラント制御システムによって協調させる場合、高レ
ベルな制御装置は、例えば、指令された質量流量の合計をＣＯ２圧縮ユニットのグループ
制御装置に送信することが出来、実際の質量流量の合計を、このグループ制御装置からの
入力として受信することが出来る。この実施例における圧縮ユニットは、数列の圧縮機を
含む。圧縮機の各列は、それ専用の装置制御装置を有する。グループ制御装置は、異なる
圧縮機列における指令されたＣＯ２圧縮質量流量の合計のもっと良い分布方法を決定する
アルゴリズムを有し、指令された質量流量を圧縮機各列の装置制御装置に送信する。代わ
りに、グループ制御装置は、圧縮機各列の実際のＣＯ２圧縮質量流量を取得する。圧縮機
各列の装置制御装置は、より低いレベルで従属する制御装置で再び作動することが出来る
。
【００５２】
　同種の階層を、ＣＯ２回収システムの全ての構成設備の制御に適用することが出来る。
【００５３】
　次に、添付の図を用いて、本発明、その性質及び利点を詳細に説明する。図面を参照す
る。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】断続的なＣＯ２回収のための運転方法を概略的に示す。
【図２】ＣＯ２回収を備えた発電プラントの概略図である。
【図３】回避したＣＯ２　１トンの関連コストｃｒを、回収率ｒＣＯ２の関数として概略
的に示す
【図４】ＣＯ２回収及び圧縮に関する柔軟な運転方法を備えた発電プラント用の関連電力
出力Ｐｒの経時変化Ｔを概略的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００５５】
　提案された方法を実行する発電プラントは、主に従来の発電プラント１と、ＣＯ２回収
ユニット２及びＣＯ２圧縮ユニット９から成る。
【００５６】
　図１では、時間Ｔにわたる配電網の電力需要Ｐｄを示している。時間Ｔにわたる断続的
なＣＯ２回収のための運転方法を図１に示す。ＣＯ２回収システムは、電力需要Ｐｄが、
ＣＯ２回収の限界ＬＣＯ２より低い時間ＩＩの間稼働しており、電力需要Ｐｄが、ＣＯ２
回収の限界ＬＣＯ２より高い高電力需要の時間Ｉの間オフにされる。
【００５７】
　燃焼後回収における代表的な配置を、図２に示す。発電プラント１には、空気３及び燃
料４が供給される。その主出力は、プラント総電力Ａ及び煙道ガス１５である。さらに、
蒸気をプラント１から抽気し、蒸気管路１３及び蒸気制御弁１４を介してＣＯ２回収ユニ
ット２に供給する。蒸気は、換算温度で、もしくは凝縮物として、戻り管路６を介してプ
ラント１へ戻され、そこで蒸気サイクルへ再導入される。ＣＯ２回収ユニット２は一般に
、ＣＯ２を煙道ガスから吸収剤によって除去するＣＯ２吸収ユニット、及びＣＯ２を吸収
剤から放出する再生ユニットから成る。煙道ガスの温度及びＣＯ２吸収ユニットの運転温
度範囲によっては、煙道ガス冷却器が必要な場合もある。
【００５８】
　ＣＯ２を除去された煙道ガス１６は、ＣＯ２回収ユニットからスタックへ放出される。
ＣＯ２回収ユニット２が動作していない場合、煙道ガスバイパス１１を介してバイパスさ
せることが出来る。
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【００５９】
　通常の運転では、回収したＣＯ２は、ＣＯ２圧縮機９内で圧縮され、圧縮されたＣＯ２
　１０は、貯留するため、もしくはさらに処理を行うため先に送られる。
【００６０】
　ＣＯ２回収ユニット２の補助設備を駆動するために電力７が必要であり、ＣＯ２圧縮機
９を駆動するために電力８を使用する。従って、配電網Ｄへの正味電力出力は、プラント
補助設備１７用の電力によって減少し、ＣＯ２圧縮ユニット８用の電力によって減少し、
またＣＯ２回収ユニット７用の電力によって減少した総プラント出力Ａである。
【００６１】
　また、発電プラントの制御によってＣＯ２回収及び圧縮に必要な追加の構成設備の制御
を統合した、対応する制御システム１８を、図２に示す。制御システムは、発電プラント
１との少なくとも一本の必要な制御信号２２線を有し、ＣＯ２圧縮ユニット９との少なく
とも一本の制御信号線を有する。さらに、煙道ガスバイパス１１を含むＣＯ２回収ユニッ
ト２との少なくとも一本の制御信号線１９を表示する。回収ユニット２が吸収もしくは吸
着を基本原理としている場合、再生ユニットはシステムの一部であり、対応して、再生ユ
ニットへの少なくとも１つの信号線２０を必要とする。また回収ユニット２が、吸着剤／
吸収剤２１用の少なくとも１つの貯留タンクを含む場合、貯留システムへの制御信号線を
必要とする。蒸気１３を再生に使用する図示の実施例では、蒸気制御弁２４を、制御信号
線２４を介して制御する。この制御線は、回収ユニット２の一部である再吸収ユニットに
接続されているか、もしくは制御システム１８に直接接続されている。
【００６２】
　正味電力出力Ｄの連続的な制御を、全ての構成設備が全容量で動作する運転点から、正
味電力出力Ｄの増大を必要とする二つの実施例を用いて説明する：
　単純なアプローチでは、まず、ＣＯ２圧縮機ユニット９の電力消費を制御して低下させ
ることによって、正味出力を増大させる。圧縮機ユニット９の電力消費電力消費が低下す
ると、ＣＯ２再生ユニット２から放出されるＣＯ２の量が一定となる。結果的に、ＣＯ２
流の一部は、ＣＯ２圧縮ユニットバイパス１２を通ってＣＯ２圧縮機ユニット９をバイパ
スさせねばならない。一度ＣＯ２圧縮機ユニット９が完全にオフにされると、ＣＯ２再生
ユニットの電力消費が低下するよう制御することによって、正味出力が増大する。最終的
には、ＣＯ２再生ユニットが完全にオフにされた場合、ＣＯ２吸収ユニット及び、該当す
る場合は、煙道ガス冷却器の電力消費を低下するよう制御することで、正味出力が増大す
る。ＣＯ２吸収ユニット２が空になるように設計されていない場合、つまり、吸収剤を流
し、及び／もしくは煙道ガスの冷却を追加で行わないと、ＣＯ２吸収ユニットを煙道ガス
１５に暴露することが出来ない場合、ＣＯ２回収ユニット２用の煙道ガスバイパス１１は
、吸収ユニットに利用可能な電力の機能として開くようになっていなければならない。
【００６３】
　より高度なアプローチでは、ＣＯ２回収ユニット２及び圧縮ユニット９の全ての構成設
備の電力消費が低下するよう制御し協調させることによって、正味出力を増大させる。目
的は、電力消費が低下した状態でのＣＯ２回収率を最大にすることである。この目的のた
め、全ての構成設備の容量を同時に同じ率で低下させ、全ての構成設備を通るＣＯ２流は
同じにする。そのため、電力消費は回収率の関数として変化する。異なる構成設備の流量
が確実に一致するようにするため、これらの構成設備からのフィードバックが必要であり
、閉ループ制御は有利である。非常に低い回収率では、また、ＣＯ２吸収ユニット２が空
になるように設計されていない場合、例えば、吸収剤を流し、及び／もしくは煙道ガスの
冷却を追加で行わないと、ＣＯ２吸収ユニットを煙道ガス１５に暴露することが出来ない
場合、ＣＯ２回収ユニット１１用の煙道ガスバイパスは、吸収ユニット２に利用可能な電
力の機能として開かねばならない。
【００６４】
　回収されたＣＯ２　１トンあたりの予想される正規化コストｃｒを、ＣＯ２回収率ｒＣ

Ｏ２の関数として図３に示す。回収されたＣＯ２　１トンあたりのコストを、回収率ｒＣ
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Ｏ２９０％のコストで正規化する。回収率９０％を超える回収は、非常に高価となること
、及び、回収率８０～９０％でプラントを設計すべきことは明らかである。８０％より低
い回収率では、回収したＣＯ２　１トンあたりのコストが、わずかに増大する。回収率９
０％として設計されたプラントでの回収率の低下は、回収されたＣＯ２あたりのコストに
おける大きな代償なしに実現出来る。
【００６５】
　運転中に回収率が低下した場合、かなりの量の電力を節約することが出来、従って、必
要な場合には、電力を配電網に送ることが出来る。
【００６６】
　正規化したプラント電力Ｐｒ出力に対するＣＯ２回収システムの主な電力消費源の影響
を、図４に示す。プラント自体の補助設備の電力消費の影響も同図に示す。
【００６７】
　図４はさらに、時間ＴにおけるＣＯ２を回収及び圧縮する発電プラントの最適な運転方
法を示す。プラント補助設備及びＣＯ２回収システムの、主電力消費源の正味プラント電
力出力Ｄに対する影響を、プラントの異なる段階での相対出力Ｐｒを表示することによっ
て示す。この図に示す全ての電力出力は、再吸収用の蒸気抽気を行うベース負荷でのプラ
ント総電力出力Ａによって正規化している。Ａ’は、再吸収用の蒸気抽気を行わない総出
力である。Ｂは、プラント補助設備Ｂによって低下した総出力である。Ｃは、出力ＢがＣ
Ｏ２圧縮によってさらに低下した後の出力である。Ｄは、Ｄが吸収の電力消費によって低
下した後に得られたプラント正味電力出力である。提案された運転方法によれば、Ｂから
Ｃ、ＣからＤへの電力の低下は、ＡからＡ’への総電力の上昇と同様に可変であり、正味
出力Ｄを制御するのに使用される。Ｄは一般に、配電網の所要電力ＰＤに合うように制御
される。最大正味出力Ｘについては、ＣＯ２回収システムの全ての消費源をオフにし、再
吸収のための蒸気を抽気しない。
【００６８】
　挙げた実施例では、昼間の正味電力出力の必要な変動は、ＣＯ２回収システムの異なる
消費源の電力消費を制御することによって対応する。結果として、プラントの入熱及び熱
負荷を、昼間、この実施例では、７：００～２２：００の間、一定に保つことが出来る。
日中ピーク間に出力される正味出力が最大正味出力の５０％に低下する夜間のみ、総出力
をベース負荷正味出力の約６２％に低下させる。
【００６９】
　この実施例では、１５％程度の正味出力の変動は、ＣＯ２回収及び圧縮の電力消費の制
御によって対応することが出来る。これは例えば、１１：００の午前運転と１２：３０の
ピーク需要の間に見ることが出来る。
【００７０】
　総電力は、正味電力出力の５０％の低下を達成するため、６２％にだけ低下させねばな
らない。一般に効率は部分負荷で低下するため、入熱及び熱負荷のａへの変化はより一層
少ない。これは特に、ガスタービンもしくは複合サイクル発電プラントに当てはまる。従
って、たとえ必要な正味電力出力Ｄの大きな変化に対応するために熱負荷の変化が必要で
あっても、従来の運転方法と比較して、熱負荷の相対的な変化を減少させることが出来る
。
【００７１】
　運転体制（ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　ｒｅｇｉｍｅ）によっては、プラントが運転している
限り一定の総電力を保つことが出来ることが考えられる。
【００７２】
　以上に記載し図面において記載した例示の実施形態は、当業者に、例示の実施形態とは
異なる実施形態を開示するものであるが、それらは本発明の範囲に含まれる。
【００７３】
　例えば、深冷ＣＯ２分離の場合、もしくは高圧レベルでの吸収の場合に使用されるよう
な煙道ガスの再圧縮に使用される電力を、電力需要が高い時間中に節約もしくは減少させ
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時間中に冷却電力を節約もしくは減少させることが出来る。さらに、ＣＯ２圧縮を行わな
い方法及びこれに対応するプラントが考えられる。一実施形態においては、電力需要の高
い期間中に冷却に使用する冷媒用の貯留タンクが備えられる。さらに、上記の再生ユニッ
トの大型化と同様、冷却設備は、電力需要の低い期間中保管されている冷媒を冷却する容
量を持つよう大型化することが出来る。
【符号の説明】
【００７４】
１　発電プラント
２　ＣＯ２回収ユニット
３　空気
４　燃料
６　戻り管路
７　ＣＯ２回収ユニット用電力
８　ＣＯ２圧縮ユニット用電力
９　ＣＯ２圧縮
１０　圧縮ＣＯ２１１　ＣＯ２回収ユニット用煙道ガスバイパス
１２　ＣＯ２圧縮ユニットバイパス
１３　ＣＯ２回収ユニットへの蒸気
１４　蒸気制御弁
１５　ＣＯ２回収ユニットへの煙道ガス
１６　ＣＯ２を除去された煙道ガス
１７　ＣＯ２回収及び圧縮を除くプラント補助設備用電力
１８　制御システム
１９　ＣＯ２回収ユニット及び煙道ガスバイパスとの制御信号交換
２０　再生ユニットとの制御信号交換（該当する場合）
２１　吸収剤／吸着剤貯留システムとの制御信号交換（該当する場合）
２２　総電力及び正味電力を含むＣＯ２回収を行わない従来のプラントに関するプラント
制御信号の交換
２３　ＣＯ２圧縮ユニット及び圧縮機バイパスとの制御信号交換
２４　蒸気制御弁への制御信号の交換。制御システムから直接、もしくは再生ユニットを
介する（該当の場合）
Ｉ　ＣＯ２回収をオフにする電力需要の高い時間
ＩＩ　ＣＯ２回収をオンにする電力需要の低い時間
Ａ　ＣＯ２再吸収用の蒸気抽気を伴うプラントの総電力出力
Ａ’ＣＯ２再吸収用の蒸気抽気を伴うプラントの総電力出力
Ｂ　ＣＯ２回収及び圧縮をしないでプラント補助設備によって低減されたＡ
Ｃ　配電網の電力需要によって変化する、ＣＯ２圧縮用の所要電力によって低減されたＢ
Ｃｒ　ＣＯ２回収の相対的コスト
Ｄ　ＣＯ２回収プラントの正味電力出力（配電網の電力需要によって変化する、吸収用の
所要電力によって低減されたＣ）
Ｐｄ　配電網の電力需要
Ｐｒ　プラントのベース負荷総電力に対する電力出力
ｒＣＯ２　ＣＯ２回収率
Ｔ　時間
Ｘ　ＣＯ２回収及び圧縮をオフにするピーク正味電力出力の時間
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